
ハウス物流サービス株式会社 （単位：千円）

金　額 金　額

  

流　動　資　産 476,444 流　動　負　債 157,049

    現 金 及 び 預 金 3,000 営 業 未 払 金 18,522

    関 係 会 社 営 業 未 収 入 金 114,150 関 係 会 社 営 業 未 払 金 937

    前 払 費 用 5,669 未 払 金 24,235

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 340,090 関 係 会 社 未 払 金 3,726

未 収 入 金 1,484 未 払 費 用 11,009

    関 係 会 社 未 収 入 金 649 未 払 法 人 税 等 10,847

立 替 金 128 預 り 金 1,502

    関 係 会 社 立 替 金 11,273 賞 与 引 当 金 66,514

  固　定　資　産 61,117 リ ー ス 債 務 5,353

    有形固定資産 25,656 未 払 消 費 税 14,404

      建 物 1,445 固　定　負　債 34,835

      構 築 物 45 退 職 給 付 引 当 金 24,911

      車 両 運 搬 具 6,238 リ ー ス 債 務 9,924

      工 具 器 具 備 品 2,651 191,884

      リ ー ス 資 産 15,277

    無形固定資産 438 株　主　資　本 345,676

      ソ フ ト ウ エ ア 438 資　本　金 80,000

    投資その他の資産 35,022 資本剰余金 20,000

関 係 会 社 株 式 1,000 資 本 準 備 金 20,000

      出 資 金 100 利益剰余金 245,676

繰 延 税 金 資 産 32,502 利 益 準 備 金 20,000

差 入 保 証 金 1,420 そ の 他 利 益 剰 余 金 225,676

      繰 越 利 益 剰 余 金 158,437

345,676

537,560 537,560

負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

貸　借　対　照　表

（2026年3月31日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）



Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社および関連会社株式 ……… 総平均法による原価法

2．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

建物および構築物 ……… 定額法

建物および構築物以外 ……… 定率法

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物 3～35年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) ……… 定額法

但し、ソフトウエアについては、見込利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

3．引当金の計上基準

(1) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額に基づき

当事業年度に見合う額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度負担額を

計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により、発生の翌事業年度から費用処理しております。

4．収益及び費用の計上基準

当社は食品の保管・入出庫等の倉庫業を主とした物流サービスを事業とし、物流サービスに係る収益は、

主に製品又は商品（以下、製品等）の保管・入出庫等の作業であり、顧客との業務委託契約に基づいて

製品等を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、製品等を引き渡す一時点において、

顧客が当該製品等に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。

Ⅱ．当期純利益金額 67,239 千円

個別注記表


